
(参考)物価調査方式原単位の基本アーキテクチャ
(土木分野の建設段階における主にベースラインシナリオ用のGHG排出原単位の計算方法の概要)

①産業別原単位(10-3kg-CO2/円) × ②物価(円/数量) ＝ ③原単位(10-3kg-CO2 /数量)
品目別に固有のコードを
建設経済･環境研究室が付与

産業連関表コード(6-10桁)で情報連携

①産業別原単位
②単価/物価 ③原単位

①産業別原単位(10-3kg-CO2/円)×②物価(円/数量)＝③原単位(10-3kg-CO2 /数量)
26.1177  × 88,400  ＝ 2,308,804.68 （2.308E+06）

出典：｢土木事業におけるCO₂原単位の作成に関する業務報告書｣(平成13年2月土木研究所)(2001
年)付録2-4と3.3-1を基に国総研が作成

環境省3EIDなど(無料公開情報)
物価調査(有料公開情報)(年月･地域別DB)

（※建設省関東地方建設局の標準積算システム･
コードブックに記載されている土木材料）

標準技術の原単位

産業コード262101熱間圧延鋼材は
１円当たり26gのCO2が発生

構造用棒鋼は88,400円で１ｔ 構造用棒鋼88,400円当たり2.3ｔのCO2が発生
＝１ｔ当たり2.3ｔのCO2が発生

｢産業連関法原単位（コード別(品目別)）｣×｢物価調査による固有数量毎の物価｣＝｢特定品目の固有数量別原単位｣

：土木積算システムのプリセット品目に限らない「普遍性のあるアルゴリズム」

→物価調査の全品目に拡張できないか 理論上は可能 拡張「物価調査方式原単位」：考案

令和２年（2020年）産業連関表 部門別品目別国内生産額表 https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200603&tstat=000001218140&cycle=0&year=20200&month=0&tclass1val=0

列部門(6桁) 行部門(7桁) 統合品目(8桁) 細品目(10桁)
産業
コード

分類名称
産業
コード

分類名称
産業
コード

分類名称
産業
コード

分類名称

416種類(P) 454種類(P) 1282種類(P) 3265種類(P)



(参考) ｢物価調査方式原単位の方式｣による物量ベースの算定方法への転換
 ：算定負荷･コストの増大を抑えつつ､算定目的に応じた算定精度の向上を実現

出典： ｢サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための 排出原単位について（Ver.3.5）｣(環境省) unit_outline_V3-5.pdf
https://www.env.go.jp/earth//ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/unit_outline_V3-5.pdf

｢産業連関表｢部門別品目別国内生産額表｣の単価データの使用｣
 と規定(p.8)

建設部門は｢物価調査｣の単価データの使用により精度向上

「産業連関表の付帯表である「部門別品目別
国内生産額表」における単価データを用いる」
ことと規定されているが、
現行の「部門別品目別国内生産額表」では
１品目につき全国１つの単価データしか表示
されておらず欠損データも多い。
↓

【国総研案】建設部門では公的主体により

長年毎月「物価調査」が実施され積算に用い
られている。

積算時の「物価調査」の単価データの使用に
より、物価を選ぶと同時に原単位も自動計算
できて大幅な作業負担軽減が実現するととも
に、建設部門の求める精度にも対応できる。

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/unit_outline_V3-5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/unit_outline_V3-5.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/unit_outline_V3-5.pdf


※「日本工業規格」コンクリート及びコンクリート構造物に関する環境マネジメント－第1部：一般原則（JIS Q13315-1）を参考に、国総研作成。

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

建設工事での排出

GHG
排出量 建設資材の製造･運搬

に伴う排出量

解
体

補
修
･補
強

補
修
･補
強※『実践 建設カーボンニュートラル』（春日昭夫､

2024）p.37図2-1、p.39 図2-2を参考に、国総研
作成。コンクリート構造物を想定。
A0～Dは欧州基準EN15643（インフラストラク
チャレベル）。B8は、工事とは別に、個別に評
価・報告。

製造段階
A1：素材の供給
A2：運搬
A3：製造

建設段階
A4：運搬
A5：組み立て、建設過程

供用段階
B1：供用
B2：メンテナンス
B3：補修

B4：取り替え
B5：更新
B6：ｴﾈﾙｷﾞｰの使用
B7：水の使用

供用終了段階
C1：解体
C2：運搬
C3：廃棄物の再利用、

ﾘｻｲｸﾙのための
処理

C4：廃棄物

時間

時間
建設段階
算定マニュアル

計画設計段階
算定マニュアル

供用段階
算定マニュアル

(契約時および精算時)

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

製造･施工段階設計段階 使用段階 最終段階

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

計画設計時LCC
(ライフサイクルカーボン)
算定マニュアル

設計段階 製造･施工段階 使用段階 最終段階

（凡例 ：想定される算定時点）

○建設事業の各段階とGHG排出量の関係(イメージ図)

○建設GHG算定の各段階･各時点とその算定対象の関係

B8：ユーザー使用率（道路を使用する交通に関する影響など）

(参考) 研究開発予定の｢土木分野におけるGHG排出量算定マニュアル｣等

建設前段階
A0：予備調査・計画設

計等」

システム境界外
D：

別サイクル

積算見積書(物量ベース)(品目別活動量)
×

排出原単位(t-CO2/活動量)
II

GHG排出量(t-CO2)

事業計画書等(事業費・億円)
×

排出原単位(t-CO2/億円)
II

GHG排出量(t-CO2)

事業計画書等(事業費・億円)
×

排出原単位(t-CO2/億円)
II

GHG排出量(t-CO2)

R5､R6-7(～R8.9末)建設段階を研究開発 R8以降:保守運営(改定含む)



特徴等 R5FY(6.6/6.8) R6-7FY(8.2/8.9) R8FY(FY2026) R9FY(FY2027 ) R10FY(FY2028)

建
設
段
階

【活動量・原単位】
･活動量：事業単位(予算採択単位)で
新土木積算システムの設計書(積算情
報)活用(金額ベースと物量ベース)

・原単位：次のとおり。
･Scope3上流･材料(数量ベース：重さ･
体積など)：基本的に「物価調査方式
原単位」(国総研開発)か国環研
「3EID」(産業連関法)

・Scope1･2(軽油･電気)､その他(金額
ベース)：省エネ法SHK原単位

【GHG算定マニュアル】
・目的：工事完了時の工事成績評定で0
～1点の加点評価に用いることを想定。
削減貢献量の「見える化」のため。

・比較前後(ビフォー・アフター)は官積算
ベースで、標準仕様をビフォー、脱炭素
技術適用をアフターとし、ビフォーアフター
の差(排出削減貢献量)等の算定により、
工事完了時の工事成績評定(１点加
点するかどうか)での使用を想定。地方
整備局の事務所が算定。

・試行(：各地方整備局１件程
度、算定担当者講習会、Ｑ＆Ａ
対応、有識者等ヒアリング(委員会
等)運営支援)
・リバイス【マニュアル】(毎年改定
が必要)：次のレギュレーション等と
整合を図る必要
GHGプロトコル改定(～R10)
ISO改定(不定期発行改定等)
環境省・経産省ガイドライン、

Q&A改定(基本的に毎年)

・試行(：同左)
・リバイス【マニュアル】(毎年改定
が必要)：次のレギュレーション等と
整合を図る必要
GHGプロトコル改定(～R10)
ISO改定(不定期発行改定等)
環境省・経産省ガイドライン、

Q&A改定(基本的に毎年)

・試行(：同左)
・リバイス【マニュアル】(毎年改定が
必要)：次のレギュレーション等と整
合を図る必要
GHGプロトコル改定(～R10)
ISO改定(不定期発行改定等)
環境省・経産省ガイドライン、

Q&A改定(基本的に毎年)

計
画
設
計

段
階

【活動量・原単位】
・活動量：事業単位(予算採択単位)、
事業評価書等の予算額を活用(金額
ベースのみ)

・原単位：「事業別」「事業部門別」「構
造別(モデル)」「工法別(モデル)」原単
位(国総研開発)

・GHG排出量のみ算定(削減貢献量は
算定しない見込み)

【GHG算定マニュアル】
・目的：新土木積算システムの設計書

(積算情報)が無い段階も含め、ライフ
サイクルカーボンの算出のため。

共
用

段
階

計
画
設
計
時

Ｌ
Ｃ
Ｃ

情
報
連
携

実
証
調
査

【情報連携技術導入の効果測定と
事業化準備等】

・情報連携技術：ツールと物価データと
の機械的な情報連携キーとして、まず
情報誌･WEBの物価データに情報連
携キー(産業連関表コード7桁)付与
し､情報提供。特別調査のデータにも､
ステークホルダー(サプライチェーン等)
の協力を得て情報連携キー付与。な
お､総務省統計局が産業連関表の区
分を公表していないグレーゾーンの対応
を手順書案に記載。

・リバイス【原単位】

・プレ調査(～R8.9。実務レベルで準
備会議・机上テストを試行実施し､
効果分析､運営方針・手順書)

実証調査(国総研主体)
・情報連携技術･事業化を実証･効果
分析､試行､運営方針・手順書改定
(R8.10～)

・普及啓発等：ステークホルダー(サプライ
チェーン等)へ(基本的に毎年)

・調整会議：実務レベル協議・モニター
・リバイス【原単位】：次と整合を図る必
要(基本的に毎年)

新土積システムのプリセット材料等情
報の更新

物価(情報誌･WEB):データの更新
物価(特別調査):情報連携キー付与

実証調査(財団主体1)
・情報連携技術･事業化を実証･効果
分析､試行､運営方針・手順書改定

・普及啓発等：ステークホルダー(サプライ
チェーン等)へ(基本的に毎年)

・調整会議：実務レベル協議・モニター
・リバイス【原単位】：次と整合を図る必
要(基本的に毎年)

新土積システムのプリセット材料等情
報の更新

物価(情報誌･WEB):データの更新
物価(特別調査):情報連携キー付与

実証調査(財団主体2)
・情報連携技術･事業化を実証･効果分
析､試行､運営方針・手順書改定→

事業化判断/迅速化・簡素化
・普及啓発等：ステークホルダー(サプライ
チェーン等)へ(基本的に毎年)

・調整会議：実務レベル協議・モニター
・リバイス【原単位】：次と整合を図る必
要(基本的に毎年)

新土積システムのプリセット材料等情
報の更新(当面R10FY/事業化ま
で)

物価(情報誌･WEB):データの更新
物価(特別調査):情報連携キー付与

『インフラ分野における建設
時のGHG排出量算定マ
ニュアル案』(R6.6/6.8改定)
・原単位(Scope3上流)：主に

AIST-IDEA原単位(産総研
系)を使用

・根拠等未整理
・官積算ベースで、標準仕様をビ
フォー、脱炭素技術適用をアフ
ターとし、ビフォーアフターの差(排
出削減貢献量)等の算定により、
工事完了時の工事成績評定
(１点加点するかどうか)での使用
を想定。

『土木分野における建設段
階のGHG排出量算定マニュ
アル(R7改定)』(R8.2)
・根拠・ワーディングを悉皆的に整理
／ISO・国ガイドライン等に整合

・原単位(Scope3上流)：主に
物価調査方式原単位(国総研
開発：５年毎に改定が必要)を
使用
↓
SuMPO第三者検証版
『土木分野における建設段階の
GHG排出削減貢献量算定マニュア
ル(R7改定)』(R8.9(見込み)) 総括的マニュアル完成

『土木分野のライフサイクル
カーボン算定マニュアル』
(R11.3頃(P))
第１部
第１章建設段階編
(欧州規格EN15643インフラストラ
クチャレベル、A1-5)

第２部
第２章計画設計段階編
(EN15643､A0)

第３章供用段階編(EN15643､
B～C)

第４章計画設計時LCC編
(ライフサイクルカーボン) 
(EN15643 ､A～C)
第５章構造別･工法別編

【活動量】把握
「計画設計段階」「供用段階」
「計画設計時LCC」の事業単位
(予算採択単位)の活動量(事業
費)が把握できることを確認

【原単位】開発
・「事業別(産業連関法等3手法)」
「事業部門別(産業連関法等3手
法､５年毎に改定が必要)」

・「産業別(産業連関法、基本的に
国環研3EIDと一致)」「材料別
(物価調査方式原単位)」

・「構造別(モデル算定)」「工法別(モ
デル算定)」

計画設計段階編
マニュアル案
供用段階編
マニュアル案

計画設計時LCC編
マニュアル案

【原単位(共通)】
「年間8000件の土木積
算データ」と「物価調査方
式原単位」と「ツール改良
版」を用いたレベル４の
GHG排出量算定・分析に
より、「構造別」「工法別」
原単位を開発(５年毎に
改定が必要)

保守運営改定(定型業務化)

ライフサイクルカーボン算定技術の研究開発
【マニュアル(共通)】
総括的マニュアル編集検討
総括的保守運営改定検討

【ツール試作版】(R8.2)
↓
【ツール改良版】(R8.9(見込み))
・新土木積算システムの積算データxml集
計マクロ改修(JACIC、R8.3頃)に対応
させ、GHG算定ツールをレベル４(工種
別)GHG排出削減貢献量を算定でき
るよう改良等

R7FY予備調査
(H12土研調査を参考)

【原単位(共通)】
「構造別」「工法別」算定・
分析方法の予備調査

総括的原単位(共通)完成
・５年毎に改定が必要

【情報連携技術･事業考案】
・物価(R7時点の情報誌･WEB
データ)への情報連携キー付与完
成

・情報連携実証調査の当面の「運
営方針案」「手順書案」を作成

保守運営改定業務方法書完成

(参考)当面の研究開発の進め方(建設経済･環境研究室) 凡例：F10FYゴール

構造別･工法別編
マニュアル案



算定マニュアル案を基に、実際の国土交通省直轄工事現場からの
GHG排出量を試算したところ、作業量が複雑かつ膨大。
◎算定の実用化のためには迅速化・負担軽減が必要。
算定の迅速化・負担軽減のため、算定ツールを研究開発

工事積算データの活動量(※作業量・資材使用量など)を入力し
GHG排出量を算定するツールと要素技術を研究開発
◎算定のシームレス化/自動化のためにはコード化･情報連携が必要。
「新土木積算システムのプリセット品目」「物価調査の各規格(物価データ)」に産業連関表コード(7桁)を紐付け/情報連携キーを研究開発

注：土木積算システム：JACIC｜一般財団法人日本建設情報総合センター
https://www.jacic.or.jp/sekisan_system/top/

活動量
(金額か物量)

排出原単位
(金額ベース：t-CO2/億円か
物量ベース：t-CO2/t,㎥など)

GHG排出量
(t-CO2eq)

※ 環境省HP資料を基に国総研で作成

＝×

ＧＨＧプロトコル

GHG排出量算定の迅速化･負担軽減のため､算定ツールを研究開発｡TFP総合生産性の大幅向上｡
(参考)土木分野における建設段階のGHG排出量算定ツール等

【｢建設段階｣GHG算定ツール(R7改定)の作成】
新土木積算システム+EXCELマクロ

(システム研・ＪＡＣＩＣ)

新土木積算システム

xlm xls

GHG算定ツール(R7改定)
(建設経済･環境研究室)

※土木積算システム等改修
業務手順等見直し

csv

原系列 ダッシュボード
※手入力が必要な事項
・土木積算システムから出力の無い諸元
・脱炭素技術適用諸元 など

④ ダッシュボード
に結果出力
（自動計算）

③ 原系列シートに
コピー＆ペースト

※JACICのEXCELマクロにより､XLMをXLSファイルに変換

機労材集計リスト

② XLM →
XLS変換

① 機労材集計
  リスト出力

https://www.jacic.or.jp/sekisan_system/top/
https://www.jacic.or.jp/sekisan_system/top/
https://www.jacic.or.jp/sekisan_system/top/
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